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安倍改造内閣　「亡国の政治」を突き進む
９月３日、安倍首相は２度目の就任から６００日が過ぎ、「自民党の役員人事」と「内閣改造」を行い、第２次安倍改造内閣がスタートしました。　　　　　　　　　ｐ昨年末の秘密保護法の成立強行、４月からの消費税の増税、６月国会での医療・介護の改悪、７月の集団的自衛権行使容認の閣議決定、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉への参加、原発再稼働の策動などを重ねてきた安倍政権は、内閣改造では主要な閣僚を留任させ、安全保障法制や地方創生の担当相を新設するなど、悪政を更に加速し、来年のいっせい地方選などへの準備を進めます。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は、「日本を取り戻すたたかいの第２章に臨むため」と主張しました。それであればなお更のこと、問われるのは安倍政権が一昨年末に政権復帰して以来、国民に対して何をやってきたのか、今度の新しい布陣で何を目指しているのかであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ新しい幹事長には、民主党政権時代に民主・自民・公明の「３党合意」で消費税増税法を成立させた、谷垣前総裁が就任し、消費税増税の問題も重要です。　ｐ改造内閣では、麻生副総理・財務相や甘利経済再生担当相が留任しました。安倍政権は発足以来「経済再生」をもっとも重視するとしてきましたが、首相のもとで大企業の利益優先の「アベノミクス」や、ＴＰＰ交渉への参加、消費税増税などを実行してきたのがこれらの経済閣僚です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐとりわけ今年４月から安倍政権が強行した消費税の増税は、消費を冷え込ませ、国民の暮らしと経済を破壊しています。にもかかわらず安倍政権は、来年１０月からの消費税の再増税に突き進もうとしています。甘利経済再生相は最近も「ベストシナリオは予定通りに上げることだ」と繰り返しています。　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は今回の内閣改造にあたり、安保法制と地方創生（石破前幹事長）の担当相を新たに発足させました。なかでも安保法制担当相は、７月の集団的自衛権行使容認の閣議決定をうけ、来年提出を目指している関連法の準備のためです。江渡聡徳（えとあきのり）前防衛副大臣が防衛相兼任で担当相に就任しました。｢戦争する国｣づくりを許さない闘いもまったなしです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相が重視する「教育再生」を担当する下村文部科学相の留任、ＴＰＰ交渉にも関わる農水相への西川自民党ＴＰＰ対策委員長の就任など、いずれも悪政を加速する布陣です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ文字通り「亡国の政治」を突き進む安倍政権を打倒するための国民的運動を広げていくことがいよいよ重要になってきました。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
２０１４年「９月議会」今後の予定
９月　９日（火）～１２日（金）　午前１０時  　本会議、議案質疑・一般質問
【常任委員会・決算特別委員会分科会】

９月１６日（火）、１８日（木）　午前１０時　　総務政策、福祉安全

９月１７日（水）、１９日（金）　午前１０時　　教育経済、建設水道
【決算特別委員会全体会】　　　 ９月２４日（水）　午前１０時
【「総合計画」審査特別委員会】　９月２５日（木）　午前１０時
１０月　１日（水）午後　１時 　本会議（委員長報告、質疑、討論、議決）閉会
【提出された議案１７議案】

決算の認定３議案（一般会計並びに７特会、水道会計、下水道会計）、補正予算３議案（一般会計―後記、介護保険特会―償還金等、水道会計―債務負担行為の追加）、条例の制定３議案（放課後児童健全育成事業と家庭的保育事業等の整備及び運営に関する、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める）、条例の一部改正４議案（ふるさと応援基金、社会福祉事務所設置及び福祉医療費の助成に関する、市営住宅管理、下水道）、財産の取得２議案（高規格救急自動車２台分のシャシと積載品）、市道の認定及び変更について、総合計画の策定の各１議案です。
一般会計補正予算の主なものは、予防接種事業費に４７百万円、農林水産事業費４４百万円、庁舎整備費に３８百万円、子育て世帯臨時特例給付金増２２百万円、ふるさと応援寄付事業１３百万円、道路施設維持修理費１２百万円の増額の他、来年からの生活困窮者の就労支援事業費などがあり、総計は２０２百万円です。（今議会、特に重要なのは下線の３件です。）

日 本 共 産 党 演 説 会

弁士　日本共産党参議院議員（国会対策委員長）

　　　          　井上　さとし　（市会議員２人もお話をします）
日時　　  ９月２１日（日）午後３時開会

場所　　  桑名市民会館　  ３階大会議室
９月議会　私の一般質問の内容(９月１０日午後？)
1、 福祉問題について
（1） 来年度からの介護保険はどうなるのか
1 通所介護新規参入抑制と「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、「小規模多機能型居宅介護」、「複合型サービス」などの現況は
2 来年度からの介護保険は（保険料、総合事業等）
（2） 子どもの医療費はどうなるのか
1 医療費無償化の対象者を全中学生に拡大を
2 窓口での一部負担を無料化に（他の福祉医療費を含む）
2、 教育問題について
（1） 来年度からの教育委員会体制は
1 人事はどうなるのか　② 大綱はどうするのか
3、 身近な問題について
（1） 土砂災害への対応はできているのか
1 危険箇所は　② 防止対策は
（2） 「水道修繕センター」構想は破綻したのか
1 破綻の原因はどこにあったのか　② 責任の所在と今後の対応は
（3） 再生可能エネルギーによる電気創出について
1 太陽光発電施設推進の状況と問題点は
2 安全のために施設事業者、連絡先等の表示を条例で定められないか
（4） 桑名の都市計画の問題点の中から
1 駅西事業で「３つの方針」が出されたが、今までの方針との整合性は
2 都市計画道路「蛎塚益生線」の見通しは

「生活保護問題議員研修会」　参加報告（２）
第２日　８月２３日（土）金沢勤労者プラザ　会議室　　分科会
第５分科会「生活保護の実施体制と地方財政」に参加する。
１、生活保護の実施体制　　講師：今村雅夫→吉永純（変更）
生活保護をめぐっては、ケースワーカーの専門性の低さや、人員不足・業務荷重が問題となっている。現在の福祉事務所の設置状況、職員の内容・資格、社会福祉主事制度を学び、福祉事務所の職員の経験年数なども知る。非常勤・非正規雇用のケースワーカーも増えてきている。その一方で社会福祉専門職の採用をする動きもある。（桑名市は今年度初めて社会福祉士の資格の人をケースワーカーとして採用し配属している。）
２、生活保護と地方財政　講師：武田公子　金沢大学経済学経営学系教授。
「生活保護費が地方財政を圧迫している」は正しくない。をテーマに根拠を解説された。昨年も同じタイトルの分科会に出た。竹田先生の予定だったが欠席で、今回やっと武田先生の話が聞けた。
国庫負担は４分の３になっているが残りは交付税措置がされており、生活保護費が地方財政を圧迫すると言うのは嘘である。逆にそれ以上のものが来ているらしい。桑名市では如何なっているのか現在財政当局に調べてもらっています。
講演４「生活困窮者支援法で自治体はどう変わるのか」講師：熊木正人（厚生労働省・生活困窮者自立支援室長）　生活保護利用者以外の生活困窮者への支援を強化する生活困窮者自立支援法が成立しました。今後、２０１５年４月の法施行に向け、自治体における取組が重要となります。どのような体制を組めば良いのか、制度構築を中心的に担った専門官が課題と対応方法を指摘しました。
【生活困窮者自立支援法の解説】
第２のセーフティネットを拡充する。（第１は社会保険制度・労働保険制度、第３は生活保護制度）　　必須事業は、自立相談支援事業と住居確保給付金の２つ。
任意事業は、就労準備支援事業、一時生活支援事業、家計相談支援事業、学習支援事業、その他生活困窮者の自立促進に必要な事業の５つです。（それぞれ国庫補助は違います。）　制度の目指す目標として、生活困窮者の自立と尊厳、支援を通じた地域づくりをあげている。桑名では１月より自立相談を予定。（全国２５４の自治体でモデル事業）
検討課題からは、法の理解、庁内体制の構築、委託も可、関係機関との連携、協議の場の設定などが出された。
【感想】現実味のない（夢のような）話だ。地域づくりの観点から見れば、地域包括ケアシステムに似ており、被せられないか。生活困窮者はどれくらいいるのか。生保利用者の何倍もいる。そうするとＣＷの数が大変だ。

まとめ「生存権保障確立のために」講師：尾藤廣喜（弁護士・生活保護問題対策全国会議代表幹事）
生活保護制度が今抱えている課題は何か。生存権保障を確立するために必要なことは何か。二日間の研修会を振り返って、課題と展望を語る。
【状況】生活保護制度史上例を見ない基準の引き下げ（２０１３年８月から３回）。
生活保護法の改悪（２０１４年７月施行）（申請手続きの厳格化、扶養義務調査の強化）。生活困窮者自立支援法の制定（２０１５年４月施行）（権利性がない、新たな水際作戦、中間的就労・任意事業等にも問題）。
【対策】雇用の安定、失業保険給付の充実、無年金等の対策（最低保障年金）、家賃補助
【私たちは何をなすべきか】　本研修会の結論
1、 一人一人の要求に寄り添う
2、 生活扶助基準引き下げの裁判を支援
3、 生活保護法の改悪に国民の監視を
4、 生活保護の改悪が何をもたらすのか明らかにしていく
5、 社会保障全体の大きな後退に反対する運動との連携
6、 生活保護制度をもっと利用しよう(捕捉率１００％をめざして)
7、 全国にもれなく身近な相談機関の設置、充実を（生活困窮者自立支援法の活用と予算）

日本共産党桑名市議団は、くらし・福祉・教育・子育ての充実のために、特に「国民健康保険税の引下げ」「子どもの医療費窓口無料化」を市に継続的に求めています。
Ｎｏ．２１８　　　　２０１４年　９月１１日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５




































































日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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